
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 賛成多数で採択 自民党・公明党は反対 

12 月 8 日、12 月定例県議会最終本会議が開かれ、

「安全・安心の医療・介護実現のため処遇及び制度の

改善を求める意見書」が賛成多数で可決しました。自

民党、公明党が反対しました。 

＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊ 

意見書は、政府が来年の通常国会に向けて進めて

いる介護保険見直しの検討について、「負担増と給付

削減の提案がなされており、利用者と事業者双方への

影響が懸念される」と指摘したうえで、▽医療や介護

の現場での夜勤交代制労働に関わる労働環境を抜本的

に改善する（労働時間の上限規制や勤務時間インター

バルの確保のための財政支援など）▽介護従事者を大

幅に増やし、人員配置基準の引き上げを行う―ことを

要望しています。 

介護保険見直しに関しては、「利用料の引き上げ、

要介護１、２の生活援助サービス等の地域支援事業へ

の移行、ケアプランの有料化、貸与の福祉用具を購入

に変更する」ことなどを行わないように求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 月 28 日に行われた厚労省介護保険部会では、 

①介護利用料2割化の対象拡大、②多床室の室料負担、

③第1号保険料の引上げの3点の負担増は実施の方向

で検討するとされ、④ケアプラン有料化、⑤要介護 1

と2の保険外し、⑥被保険者の拡大、⑦補足給付の拡

大は、慎重意見が多き、引き続く検討事項となり、見

送りの方向となりました。 

 

 

 

  

 

意見書の可決は、いわての介護を良くする会、岩

手医労連がそれぞれ県議会に提出していた請願の部分

採択を受けたものです。 

医師・看護師の大幅な増員、介護従事者の給与引き上げ

は盛り込まれず 

福祉環境委員会では、岩手医労連が請願で求めた

「安全・安心の医療・介護を実現するため、医師・看

護師・介護職員などの配置基準を抜本的に見直し、大

幅に増員すること。」は否決されました。 

介護を良くする会が求めた「全額公費により、す

べての介護従事者の給与を全産業平均水準まで早急に

引き上げること。」についても否決されました。 

安全・安心の医療・介護の実現へ運動を前進させよう 

コロナ禍のもとで、現場の自己犠牲に頼り続けて

いる現状を変え、安全・安心の医療・介護の実現のた

めには、「医師・看護師の大幅な増員」と「介護従事

者の給与を全産業平均水準に引き上げること」は切実

な要求です。 

採択された意見書の実現と合わせ、引き続き運動

を前進させましょう。 

 

 

 

 

 

 

この間の介護制度改悪反対運動の広がりのなかで、

一定の前進はありましたが、利用料2割化や多床室の

室料負担、第1号保険料の引き上げなど、国民負担増

の計画が残されており、運動を緩めることなく、引き

続き介護制度大改悪阻止のたたかいを拡げていくこと

が求められています。（11/29 中央社保協ニュース

より） 

岩手社保協ニュース 
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「安全・安心の医療・介護実現のため 

処遇及び制度の改善を求める意見書」採択 

11/28厚労省介護保険部会  

ケアプラン有料化、 要介護1，2の保険外し、 被保険者の拡大、 

    補足給付の拡大 は 「見送り」の方向へ 

引き続き、介護制度大改悪阻止のたたかいを強めよう！ 
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 12 月 1 日、子どもの医療費助成制度拡充を求める

岩手の会は、高校卒業までの医療費窓口負担の無料化

と高校生までの現物給付を求める請願を提出しました。 

 12 月 8 日の本会議で、国に対して「高校卒業まで

の子ども医療費窓口負担の無料化を求める意見書」が

全会一致で採択されました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年153万円超の収入のある約4割が負担増に 

厚労省は12月9日、2024年度から実施するとして

いる 75 歳以上の医療制度改定で、1 人あたりの保険

料が平均で年 5,300 円上がるとの試算結果を社会保障

制度審議会に示しました。 

増額分の内訳は、現役世代の負担軽減を口実に、

高額所得者だけでなく、中間所得者を含む所得割部分

を年4000円引き上げます。また、「出産育児一時金」

を原則42万円から47万円に増やすと仮定し、一時金

全体の 7％分（年 1300 円）を負担させるというもの

です。年金のみで年 153 万円超の収入がある 75 歳以

上の約4割に負担増が直撃します。 

 

 

 

 

 

 

 達増知事は12月1日、医療機関の窓口で医療費助

成分を支払う必要のない「現物給付」の対象を、現行

の中学生から高校生まで拡大する方針を示しました。 

達増知事は、高校生までの現物給付化について、

市長会、町村会を通じて全 33 市町村から要望を受け

ていると答弁。「これまで全県一律で、県と市町村が

足並みをそろえて導入を図ってきた経緯も踏まえ、来

年度の実施に向け検討を進めていく」と述べました。 

この問題は、県議会9月定例会で、日本共産党の高

田一郎議員が一般質問で取り上げ、知事は「市町村と

の協議を進めている」と答弁していました。 

国は「現物給付は医療費増加につながる」として

国保財政への支出金を減らすペナルティを設定してい

ます。県の試算では高校生まで拡大した場合、1 千万

円の減額が見込まれるとしています。減額分は市町村

の納付金で補うことになり市町村の負担が増しますが、

県は半額を負担する方針で検討しています。 

現在、「現物給付」を高校生まで行っているのは 

静岡、茨城、新潟、鳥取、福島の5県です。 

 

 

 

 

 

 

いのちを軽視し大軍拡に突き進む岸田政権はNo！ 

この制度改定で、年収 80 万円の人の保険料は増え

ませんが、年収200万円で年3,900円増、年収400万

円で年1万4,200円増となります。 

 さらに、この制度改定に加えて、2024 年度は高齢

化による医療費増（自然増）を保険料に反映すること

が予定されており、合わせると年平均 9,600 円の負担

増となります。 

 岸田政権は、国庫負担割合を減らしてきた経緯には

無反省です。物価高騰でも年金を引き下げ、医療費の

2 割化を強行し、社会保障費を削って大軍拡路線を突

き進んでいます。反対の声をあげましょう。 

「高校卒業までの子ども医療

費窓口負担の無料化を求め

る意見書」全会一致で採択 
子どもの医療費助成制度拡充を求める 

岩手の会 請願提出（12/1） 

高校生までの医療費助成 

「現物給付」へ 
達増知事が拡大方針表明 

厚労省試算 75歳以上医療制度 

24年度から保険料年平均5,300円増 
               

 

五日市議長（右から2人目）に、請願を渡す 

小野寺けい子共同代表ら（12月1日） 



 

 

 

 

 

 

 マイナンバーカードを保険証として使うオンライ

ン資格確認のシステム導入が 2023 年度から原則義務

付けされるのに対し、岩手県保険医協会のアンケート

に協力した開業医の3割が「導入を検討していない」

と答えていたことが分かりました。 

 同資格確認では、職員が保険証を確認する代わりに、

患者が医療機関に設置されたカードリーダーを操作。

国はマイナンバーカード普及のためにシステム整備を

義務付け、将来的には保険証の原則廃止をねらってい

ま す 。 

＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊  ＊ 

アンケートは 8 月下旬に実施し、93 人が回答を寄

せました。 

すでに同資格を運用していたのは医科で 15％、歯

科で 30％でした。原則義務化に「反対」なのは医科

で62％、歯科で58％に達しました。意見欄には「（目

視で十分で）全く必要性を感じない」「コロナ対応で

ただでさえ多忙なのに、導入など不可能だ」「導入コ

ストを個別の診療所が負担すべきでない」などの声が

相次ぎました。 

保険証の原則廃止に「反対」を表明したのは医科

で63％、歯科で76％。「独居高齢者が対応できるのか

心配だ」「大事なマイナンバーカードを患者が持ち歩

くことになり、賛成できない」などの意見が寄せられ

ました。（22.12.2付しんぶん赤旗より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願署名30万人目標に引き続き運動を広げていこう 

全労連や中央社保協などでつくるマイナンバー制

度反対連絡会は12月 6日、衆議院第2議員会館で院

内集会を開き、健康保険証廃止、医療機関へのオンラ

イン資格確認義務化、マイナンバーカード強制に反対

する省庁要請を行いました。総務省、厚労省、デジタ

ル庁に対し18万9217人分の署名を手渡しました。 

 反対連絡会事務局長の原英彦全労連常任幹事は、政

府は当初閣議決定で改悪をすすめようとしていたが、

批判の声を受けて来年の通常国会にマイナンバー法改

定案が提出されることになったと報告。「われわれの

運動が一定の成果を出したが、営利企業に個人情報を

売り渡す内容であることは変わらない。請願署名 30

万人分を来年の通常国会に提出することを目標に、引

き続き運動を広げていこう」と呼びかけました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険証廃止は撤回を！ 

署名18万人超提出 
マイナンバー制度反対連絡会 

保険証のオンライン資格確認 

「導入検討せず」 ３割 
岩手県保険医協会アンケート調査 

マイナンバー過去5年間で 

漏えいなど5.6万人分 
2017年度から21年度までの5年間で、約56,541

人分のマイナンバー情報が漏えいしたり、情報が

入ったUSBなどが紛失したりしていることが、日

本共産党の宮本岳志議員の質問でわかりました。 

 紛失は約35,260人、漏えいは約21,281人分とな

っています。（12/11付しんぶん赤旗より抜粋） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


